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パリ市における居住空間の特質
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高度な経済機能が集積した笛家的・国際的都市群システムの中枢結節点であると世界都市パ1)は，

としての側面も有する.経済活動，文化・芸術活動の人口高密な生活都市(職住近接都市)同時に，

あるいは情報発信基地として機能する一方，住民の日常生活の舞台としても霊世界的な中心として，

スーパーマーケ y ト，美容F完，託児所，小学校，病i涜など日常生活に欠か要な役割を果たしている.

パリは伝統的な都市のコミュニティせない基本的生活施設が都心部やオフィス街にも混在している.

生活が息づく大都市とも言えよう.

近年では，経済のグローパル化を背景に，外国人ピジネスマンや長期観光滞在者も増加している.

ノ'¥1) 地方在住者が市内に単身用住宅を購入したり，パリ市民が市内に別宅を所有する例もみられる.

には，移民や外国人労働者も多数居住しており，様々な社会階層が混住する社会が形成されている.

その結果として独特な都市景観を地区・街区などのいパ1)は多面的な機能を内包し，このように，

ずれの空間単位でも醸し出している.

昼夜間人口比(昼間人口/夜1990年のセンサスによれば，パリ市の夜間人口は約215万であるが，

たとえばパリ市とニューヨークや東京と比べてかなり低い.このイ直は，間人口)は1.37に過ぎない.

この値は3.80にも達する.ほぼ同じ面積をもっ東京都中央部8区を例にとると，

本研究は，他の世界都市ではみられない人口高密度・職住近接というパリ市の思有性に注目し，屠

ノ'¥1)
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住・生活形態からみたパリ市の地域構造とその形成要閣を明らかにすることを目的としている.
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市の居住空間を規定する重要な要素として，本研究では， 1)生活者の拠点で、ある住宅， 2)生活を

営む住民自身の属性， 3) 日々の生活で利用する生活施設，の 3要素に着目する.住宅と住民属性と

生活施設の都市内分布パターンを明らかにするとともに，これら 3要素がどのように関連し合ってパ

リ市の居住空間が成り立っているのかを検討したい.

この自的を達成するため，本研究では，居住・生活関連の指標をi幅広く選択することにする.それ

ら多数の指標に多変量解析を適用することによって，データの構造化を[~る.その結果はコンピュー

タ・マッピングを用いて地図化し，その空間パターンを解釈する.

本研究の分析手j績を第 1留に示す.まず，因子分析を用いて，パリ市における住宅，住民属性，生

活施設における基本的次元(特性)を採り出す.次いで，因子分析で抽出した因子得点行列にクラス

ター分析を施して，各要素ごとに地域類型の導出を試みる. さらに，因子得点行列に正準相関分析を

適用して， 1)住宅と住民属性， 2)生活施設と住宅， 3)生活施設と住民属性，それぞれの空間的

関連i主を解明する.

研究対象地域は，パリ市を構成する20区全域(ブーローニュの森とヴァンセンヌの森を除く)であ

る(写真 1) .分析単位は街区(カルティエ)とする.各区はいずれも 4つの街亙で構成されるので，

分析の対象となる地区の数は80となる(第 2函).なおデータは， r1990年国勢調査j とり994年都市

因子分析とクラスター

分析により地域医分

因子分析とクラスター

分析により地域区分

正準相関分析

1正準相関心jて
- ........~ I ，...."-..ι ， 

因子分析とクラスター

分析により地域区分

第 1図 本研究の分析枠組
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施設調査j を用いる.

II i住宅」の地域的分布

パリ市では， 5 ~ 7階建ての建物が幾何学模様の道路網に沿って秩序正しく並んでいる(写真2). 

1784年に，建物の高さは法flJIJ化されて以降，今日まで厳格な高度制限が定められてきた.現在，パリ

発祥の地シテ島のノートルダム寺院を起点として同心円;I:l¥に 3ゾーン(高さが25，31， 37メートル)

が設定されている (Winchester，1993). それゆえ，建物の高さは都心から周辺にかけて徐々に増し

ており，パリ市全体の都市景観は高度からみると，緩やかなカルデラ;Ij¥を呈する.

パリ市における住宅は総数130.4万 (1990年)である.このうち51.7%は1915年以前に， 18.8%は

1915~48年に建てられたものである. 1) 1915年以前 2) 1915-48年の2時期に分け，各時期に建

築された住宅の割合を 3 次元表示してみると，建築 11寺~nの空間的差異は明確である(第 3 図). 1915 

年以前に建築された住宅は，市内中央部に位置する区部において卓越する. 1915~48年に建築された

住宅は，外側j司辺の区部に多い. 1948年以降においてもこの傾向は続く.このパターンは，城壁都市

として成長してきたことに由来する.すなわち，城壁を築し 1て，その内部が家屋で充填されると，そ

。 2500 5000 m 

L一一一一}一一一一___J

写真 1 パ1)市の衛星画像 (SPOTによる)

(1993{1三3月フランス国土地理院績影)
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第 2図研究対象地域

注 I-XXは区名を表す.

の外側に新たな城壁を築く歴史が繰り返された.

市内を埋め尽くす集合住宅の 3分の 2は第 2次世界大戦以前に建てられた古い建築物であるため，

パリ市では，部屋数の少ない小規模な住宅が多い(写真 3).居住密度が高く，住宅の設備も概して

貧弱である. 1970年代以降大幅に改善されてきたとはいえ，いまだパス・トイレ・シャワーが装備さ

れていない住宅も少なくない.富裕層に属するパ1)市民は，夏季・冬季のヴァカンス用の別荘に加え

て，郊外や周辺農村地域に逓末型の第三の別荘を求めるマルチ・ハピテーションも進行している.

f1990年国勢調査」から住宅に関する20の指標を選択し，住宅特性の分析からみた地域構造を検討

する.まず，これら20指標のうち主要な 6指標の地域的分布を提示する(第4図). 

1 )セカンドハウスの割合:1980年代以降急増している.パリ市における全住宅の1.75%を占める.

とくに市内の西部で卓越し，所有者の多くは富裕層という特徴がみられる.

2)一戸当たりの部崖数 1部屋住宅が全体の24.4%，2部屋住宅が33.0%，3部屋住宅が23.3%，

そして 4部屋以上住宅が19.3%となっている.部屋数の少ない小規模な住宅，とくに一部屋住宅(ス



写真2 パリ市i十1心部の者ISili景観(9IK) 写真3 パリ市中心部における老朽化し

(J994il:e 7月村LLiii&影) た建物の建て答え(9 I玄)

(1995年7月村山撮;汚)

1) 1915il三以前

2) 1915-48il三

第3図 1948:i'jニ以前にlA築された住宅の分布

注: (各1l~:Wj に建築された住宅数) / (現存する全住宅数)の飽を 3次元表示.

資料:1990年フランス国勢調査.
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トュデイオ)は年々減少している.ちなみに，一部屋住宅は1968年には31.7%，1982年には26.4%を

i主めていた.小規模な住宅が減少する一方， 3部屋から 5部屋の中規模住宅，あるいは 5部屋以上の

大規模住宅は年々増加傾向にある.

3 )持ち家率:高級住宅地区として知られるパJ)iIi16区をはじめ，持ち家率が高い地区は市内に点

在する.一方，都心部に位置する 1区と 2区はこの値がとくに低い.両地i玄では，オフィス・サービ

ス機能が卓越している.

4 )一部屋当たりの居住人数:移民人口率，借家率，所得ーなどの指標と分布が類似している.この

指標は東西で明確な空間的コントラストを示す.東側のほうが一部屋当たりの居住人数が多い.パリ

市においては，富硲層が西側に，低階層が東側に居住するという f東西性」が存在する.

5 ) トイレ・パス・シャワーなし住宅:トイレ・パス・シャワーなどを共同使用しなければならな

い設備が貧弱な集合住宅は，セーヌ)11右岸の市内中央部で広範に広がる.これらの住宅は一戸当たり

の部屋数が少なく，建設年代が古いという特徴がある.セーヌ)11左岸に位置する南部の13区， 14[玄，

15区においてこの種の住宅が少ないのは，この地域で計画的な住宅地区再開発事業が大規模に行われ

てきたためである.この図では，パリの「南北性J も示されている.

6 )空室率:イル・ドゥ・フランス地方(1日パリ地方)全体の空室率 (6.5%)と比べて，パリ市

の空室率は9.1%とかなり高い. とくに高いのは，中心部の l区， 21亙， 3区， 6 I玄である.これは，

高家賃のため借り手が容易には見つからないこと，学生や単身世帯者，外国人ビジネスマンなととの定

住性の低い比較的短期の居住者が多いことなどが原因である.

次に，住宅特性を示すと考えられる20指標に基づいて，因子分析を援用して住宅に関する地域パター

ンを導出した.80行20列の地理行列に包子分析を施した結果，!~有値上 0以上の 3 因子が抽出できた(第

1表).累積変動説明量は80.7%に達した.これらを共通因子とみなして，解釈を容易にするためバ

リマックス自転を行い，因子負荷量を求めた.因子負荷量の構成から明らかなように，各国子とも両

極構造を示した.

48.4%の変動説明量をもっ第 1函子は，セントラル暖房付き，パス・シャワー・トイレ付き住宅の

割合(変数番号10)，1915年以降に建設された住宅の割合(向 2，3， 4， 5) などが高い正の負荷

を有する. したがって，正の軸は比較的建築年数が浅く，基本的な設備を具備した住宅を表してい

る.一方，高い負の負帯量は， 1915年以前に建設された住宅の割合(向 1)， トイレなし・パス・シャ

ワー付き住宅の割合(同 8)，臨時的住宅(パリ市外在住者の単身赴任用住宅など)の割合(I司19)

などであり，負の軸は建築年代が古く，設備が貧弱な住宅を表している.それゆえ，第 1因子は住宅

設備の因子と考える.

第2因子は，一戸当たりの部屋数(向18)，5・6部屋住宅の割合(I司14，15)が高い正の負待量

をもっ一方， 2部屋住宅の割合(問11)，一部屋当たりの居住人数(同17)が高い負の負荷量を有する.

それゆえ，第2因子は，正の軸が大規模住宅，負の軸が小規模住宅を意味するので，住宅の広さを示

すと解釈できる.また 第 3因子は，正方向では，一部屋当たりの居住人数(I弓17) の負荷量が

0.56]と最も高く，ついで借家の割合(1司6)が高い.一方，高い負の負荷量は，セカンドハウスの



1 )セカンドハウスの割合 2 )一戸当たりの部屋数

5 ) トイレ・パス・シャワーなし住宅の割合 6 )空室率

。 1，OOOm.________， 

1σ~ 
0.5σ- 1σ 
0σ- 0.5σ 

-0.5σ- 0σ 

ー1σ--0.5σ 
- -1σ 

第4図 パ1)市における住宅属性(1990年)

資料:1990年フランス国勢調査.
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第 1表 「官二宅」に関する 12;1 子負荷量行列 (1990~1三)

変数番号 変数名 共通性 第 11主!子第 21~1子第 3 因子

1 1915ij三以前に建設された住宅の割合 0.947 一0.945

2 ]915-1¥8:1ドに建設された住宅の割合 0.640 0.780 

3 1968-74年に建設された住宅の割合 0.813 0.843 

1975-81.1]二に建設された住宅の割合 0.750 0.785 

5 1982iF以降に建設された住宅の割合 0.593 0.606 一0.360

6 {ij-家の割合 0.880 0.672 -0.451 0.475 

7 社宅の割合 0.813 ー0.587 0.635 

8 トイレなし，パス・シャワー付き住宅の割合 0.666 -0.789 

9 セントラル暖房なしパス・シャワー・トイレNき住宅の割合 0.835 ー0.554 一0.726

10 セントラル暖爵{すき、ハス・シャワー トイレ討さ自主の割合 0.975 0.916 

11 2部屋住宅の割合 0.827 0.384 一0.798

l'? 3部屋住宅の割合 0.849 0.783 -0.413 

13 4部屋住宅の割合 0.674 0.478 0.611 

14 5部屋住宅の割合 0.928 0.958 

15 6部屋以上住宅の割合 0.892 0.912 

16 一戸当たりの居住人数 0.887 

17 一部屋当たりの居住人数 0.950 ー0.777 0.561 

18 一戸当たりの部屋数 0.987 0.990 

19 臨時的住宅の割合 0.665 -0.596 0.364 -0.421 

20 セカンドハウスの割合 0.564 0.522 -0.445 

i富有{直 9.677 5.448 1.006 

変動説明量(%) 48.4 27.2 5.0 

累積変動説明量(%) 48.4 75.6 80.7 

注:1富子負?荷量の絶対値0.35以上を記載.

資料:1990年フランス国勢調査.

割合(向20) と臨時的住宅の割合(向19) である. したがって，第 3因子は住宅の利用形態に関する

因子と考えられる.

各国子の国子得点を菌イヒすると，第 5図を得る.

1 )第 1因子(住宅設備) :高い因子得点 (19日年以、降に建てられ，基本的な設備が備わっている

住宅)は，市内周辺部に帯状に分布する.一方，低い因子得点 (1915年以前に建てられ，基本的な設

備が貧弱な住宅)は市内中央部に広がる.

2 )第2因子(住宅の広さ) :大まかにみると，高い因子得点(住宅規模が大きい)を有する地域

はパリmの西側に，低い因子得点(住宅規模が小さしサを示す地域は東側に展開する.
3 )第 3因子(住宅の利用形態) :高い因子得点は借家・高密度居住を，低い因子得点は非恒常的

な居住を示す.借家が多くかっ居住密度が高い地域は，北東部にセクター状に分布する.また， 8区，

17[Rの一部においても 同様の地域が展開する.非恒常的活住の類型に属する臨時的住宅およびセカ

ンドハウスは，七一ヌ川左岸の 5区，61Rそしてお区に多い.

次に，住宅特性によるパリ市の地域区分を試みる.上で求めた80行3列の因子得点行列をデータと



1 )第 1IEl子(住宅設備)

2 )第 2因子(住宅の広さ)

3 )第3因子(住宅の利用形態)

_1σ~  

露習 0.5σ- 1σ 

警…伊0.5σ- 0σ -1σ --0.50" 
~“1σ 

第5図 パリ市における「住宅」に関する因子得点分布 (1990年)

資料:1990年フランス I~勢調査.
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そして，類似度の高いものからワード法クラスター分析により各街i玄関の類似度を測定する.して，

階層的に順次結合させていく.矯報損失量が大IIJ~ に変化する段階でデンドログラムをカァトする.

6 グループの地域鎖~が導かれた.第 2 表は，各グループに属する街区群の因子得点のこの結果，

その類型に寄を示したものである.平均因子得点の絶対値が大きい因子ほど，平均(平均因子得点)

与する.

A類型は特定のしたカfって，A類型においては，平均因子得点のとくに高い因子は見い出せない.

-0.977と第 2因子の平均因子得カテゴリーに属さない住宅が広がる地j或を表現すると考えられる.

規模が小さくて居住密度が高い住宅を表している.c類型は，第 11El子の平均四
1915年以前に建築され 諸設備の貧弱な住宅が広がる地域を示す. 0類型

点が高い B類型は，

ヲこ得点カ"-1.093であり，

したがって1915年以降に第 1因子の平均i翠子得点が1.423と高い正の値をもっ.はC類型とは逆に

第 31玉i子の平均因子得点が2.318建築され，規模は小さいが基本的な設備は具備された住宅を表す.

第2因子の借家が多くかっ居住密度の高い住宅が卓越する地域を示す.と高い値をもっ E類型は，

平均留子得点が2.027と高い F類型は 規模の大きい住宅が卓越する地域を示す(第 6@). 

それゆえ，住宅特性第61豆からi明らかなように，各類型はかなり空間的に凝集して分布している.

空間的な一体性がF類型は，有円
J
2

可
コ
て
米
大nu 

C類型，とくに，に関しては地士或分イヒカf明11奈であるといえる.

強し¥

f1.主民属性j の地域的分布E
 

4因子80行34列の地理行列に因子分析を施したところ，住民属性に関する34の指標を取り上げる.

i翠子負痔量行子IJから明らかなように，(第 3表)• が抽出された.累積変動説明量は65.7%であった

因子得点に基づき，各因子の地域的分布バター第 71~ は，第4因子LJ、外は明確な両撞構造を示した.

ンをあらわしたものである.

高い負の負荷量は自営高い正の負荷量は給与所得者を，第1因子は，就業形態の因子と命名する.

アルジェスペイン系とポルトガル系が自営業に従事する割合が高い.業者を示す.外国人の中では，

リア系は一般的に給与所得者の割合が高い.第 71亙1)は第 1IEl子の因子得点の分布を示したもので

あるが，給与所得者の割合が高い地域は西部を除く周辺部をリング状に分布する.J喬辺部のなかでも，

住宅クラスターの平均因子得j第 2表

A

B

C

D

E

F

 

第 31EI子

一0.647

-0.939 

0.278 

-0.197 

2.318 

0.576 

第2151子

0.393 

-0.977 

-0.585 

-0.302 

-0.694 

2.027 

第 1151子

-0.309 

】0.462

-1.093 

1.423 

-0.271 

-0.207 

け
付
叶
J
」

F
3
 
7fv 
ei、
x
一i
 

t

、、一47
 

大 "r~は各 IEI+ における i台弘、平均 i王i子得点.けご
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第 6菌 パリ市における「住宅」に関する地域類型 (1990年)

資料:1990年フランス毘勢調査.

A:特定の類型に特化しない住宅が卓越する地域
B:規模が小さく，居住密度の高い住宅が卓越する地域

C : 1915年以前に建築され，設備の貧弱な住宅が卓越する地域

D : 1915年以降に建築され規模は小さいが，基本的な設備は具備されている住宅

が卓越する地域

E:借家が多く，居住密度の高い住宅が卓越する地域

F:規模の大きい住宅が卓越する地域

とりわけ，南東部と北東部で高得点を示す.自営業者の割合が高い地域は，シテ島を起点に西部にか

けてセクター状に広がる.

第2因子は，高学歴(因子負荷量が負)と低学歴(因子負荷量が正)を分ける因子である.外国人

の中では，アルジエリア系・モロッコ系・チュニジア系というマグレフ、、諸国系に加えて， トルコ系が

低学涯のカテゴ1)ーに属する.因子得点の分布を示した第7図2)をみると，概ね北東部に低学産地

域が，南西部に高学歴地域が広がるという空間パターンが読みとれる.

第3因子は職種を表す.高い正の負荷量は民間企業に勤める商業・サービス業従事者を，高い負の

負荷量は公務員で代表される非営利の職種を示している.正の負祷量を示すスペイン系とポルトガル

系は，民間企業に勤める商業・サーピス業従事者が多いと推測される.

第4因子は，不動産・金融・保険業従事者を表す.外国人の中では，ボルトカソレ系とスペイン系が
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第3表 「住民属性」に関する因子負荷量行列(19901'1ミ)

変数番号 変数名 共i創立: 第llEI子第21EI子第31EI子第41:&1子

民間企業就業者率 0.953 0.351 0.832 

? 国家公務員就業者平 0.985 一0.880

3 地方公務員就業者率 0.78J 0.380 -0.672 

4 国営企業就業者率 0.842 0.483 一0.383

5 自営業者率(従業員なし) 0.836 ー0.599

6 自営業者平(従業員あり) 0.896 -0.67] ー0.369

7 食品産業従事者率 0.480 

8 エネルギ一関連従事者率 0.305 

9 中iHi製造業従事者平 0.322 

10 設{ポリオ関連従事者率 0.829 

11 最終消費材関連従事者率 0.933 0.530 一0.369

12 建設・土木関連従事者率 0.845 0.434 0.712 

13 商業従事者率 0.513 0.690 

14 交通・通信業従事者平 0.824 0.658 0.369 

15 サ ピス業従事者率 0.752 一0.580 0.352 

16 不動産業従事者率 0.466 0.664 

17 保険業従事者率 0.324 0.433 

18 金融業従事者率 0.619 一0.425 0.538 

19 非個人サーピス業従事者率 0.864 一0.851

20 就学者平 0.764 -0.762 一0.416

21 一般工コース (CEIコ)卒業者率 0.893 0.818 0.368 

つつ 熟練工コ ス (BEPC)卒業者率 0.742 0.782 

23 高度熟練工コース (CAP)卒業者率 0.948 0.832 0.438 

24 高度熟練工コース (BEP)卒業者平 0.797 0.771 

25 高校卒業者率 0.745 四0.669 0.384 

26 短大卒業者平 0.800 -0.713 

27 大学卒業者率 0.948 0.720 -0.580 

28 イタリア系人口割合 0.312 

29 スペイン系人口割合 0.740 一0.487 0.537 0.434 

30 ポルトガル系人口割合 0.751 一0.447 0.358 0.580 

31 アルジエリア系人口割合 0.889 0.405 0.810 

32 モロッコ系人口割合 0.776 0.813 

33 チュニジア系人口割合 0.687 0.664 

34 トルコ系人口割合 0.646 0.440 

i主i有{直 11. 338 6.065 3.510 1. 417 

変動説明量(%) 33.3 17.8 10.3 4.2 

累積変動説明量(%) 33.3 51. 2 61.5 65.7 

注.因子負荷量の絶対値0.35以上を記載.

資料・ 1990:i'j三フランス国勢調査.

この因子に関連する.不動産・金融・保険業従事者の割合が高い地区は，空間的に凝集してはおらず，

飛び地;1犬に分布する.市内北東部は，不動産・金融・保険業に従事する人の割合は低い.(第7図4)) . 

次に， 80行 4yiJの因子得点行列にクラスター分析を施し，地域類型をi:出出した(第 4表). A類型



1 )第 l因子(就業形態)

3 )第3因子(J殿種)

13 

2 )第 21EI子(学歴)

4 )第4因子(不動産・金融・保険業従事者)

田
関
岡
額
出

第7図 パリ Tliにおける「住民属性」に関する因子得点分布 (1990年)

資料:1990年フランス国勢調査.

においては，絶対値が高い得点を有するのは第 1[君子である. したがって， A類型は自営業者の割合

が高い地域である. B類型は， とくに高い平均得点を示す因子がないため，特定の類型に特化しない

地域を示す.c類型は第 1因子の得点が0.907と若干高いので，給与所得者の割合がやや高い地域で

あると言えよう. D類型は，第 3[ZCi子，第 4[君子，第 2[君子において平均因子得点の絶対値が高いの

で，公務員，あるいは不動産・金融・保険業以外の従事者が，あるいは低学歴者が卓出する地域を示

している.第4因子，第 3[ZCi子，第 2因子において平均因子得点が高いE類型は，不動産・金融・

保i検業従事者，あるいは商業・サービス業従事者，あるいは高学歴者がやや卓越する地域を表してい
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住民属性クラスターの平均因子得j第4表

第41翠子

-1. 679 

-0.84] 

0.417 

目 3.436

2.236 

5.794 

第 3因子

-1. 303 

-0.290 

-0.024 

-4.103 

1.999 

6.073 

第2因子

0.362 

1.088 

-0.553 

1.126 

-1.116 

-2.915 

第 l因子

-1.418 

0.187 

0.907 

-0.793 

-0.116 

1.150 

類型

A

B

C

D

E

F

 

太字は各国子における高い平均因子得点.日2

4因子とも平均得点が高い F類型は特殊(例外)地域と名付ける.る.

B類型は七一ヌJI1右上記をもとに，第 8図は「住民震性」に関する地域類型を示したものである.

C類型はパリ市内南部ではA類型や E類型はパリ市の西側に集中する.岸地域に広く展開する一方，

周辺部に帯状に広がるとともに，北部では分散して分布するというパターンが見出せる.

「生活施設Jの地域的分布もJ

その地域的分布を分析する.本章では，パ 1)市民が日々の生活空間で利用する43の施設を選択し

国有値上O_l:JJ二80街区を行方向に， 43施設を列方向に配した地理行列にi君子分析を実施したところ，

因子負荷量行列から明ら(第 5表)• の 6つの菌子が抽出された.累積変動説明量は62.3%であった

6因子はすべて単極構造を示した.かなように，

つその値は0.964である.で，第 1因子において，負荷量が最も高いのは幼稚菌数(変数番号10)

いで幼稚園児収容人数(同15)，公共託児所数(1可39)，公共託児所収容人数(向40)，小学校数(向11)， 

シャワー・ロッカールーム付きスポーツ施設数(向25)，複合体育施設数(開民営託児所数(向41)， 

と続き，国子負荷量が0.35以上の変数は全部で実に26に達する.テニスコート数(屋内) (同22)24) ， 

これら26変数の多くは住民が日常生活において頻繁に利用する施設であることを考慮、して，第 1因子

は基本的な生活施設を説示するとみなす.

医療・健康に関連する施設群をはじめ，歯医者数(向30)門医療医師数(開27)， 第 2因子は，

第 3因子は教因子負荷量の構成から，医療・健康施設の因子と命名する.が高い負w量をもつので，
主として中等教育施設を示している.幼稚留や小学校など初等教育施設はこ育施設と解釈されるが，

の因子に寄与するのではなく，基本的生活施設(第 l因子)に組み込まれている.第4因子は宿泊施

設，第 5因子はレクリエーション施設，第 6昌子は郵便関連施設を表している.

(第 9図)• 因子得点を地図化して，各因子の地域分布の特徴を考察する

これにパリ市j萄辺部にリング状に展開する.1 )第 1因子:基本的な生活施設が卓越する地域は，

対して，基本的な生活施設が少ない地域は市内中心部に広がる.

パリ市中心部および東部一方，2 )第2因子:医療・健康施設は西部と南西部において卓越する.

相対的にみて医療・健療施設の立地は少ない.では
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第8図 パ 1)市における「住民属性」に関する地域類型 (1990年)

資料:1990年フランス国勢調査.

A:自営業者の割合が高い地域
B:特定の類型に特化しない地域

C:給与所得者の割合がやや高い地域

D:公務員，あるいは不動産・金融・保険業以外の従事者，あるいは低学歴者の

割合が高い地域

E:不動産・金融・保険業従事者 あるいは商業・サービス業従事者，あるいは

高学産者の割合が高い地域

F:特殊(例外)地域

3 )第 3因子:中学校や高等学校などの中等教育施設はセーヌ)11左岸の文教地区(カルティエ・ラ

タン)や16区のミュエットやオートウイユなどで卓越するが，全体的にみると比較的分散して立地す

る.

4 )第4因子:宿泊施設の分布が集中する地豆は，地方からのビジネスマンや観光客が多い鉄道釈

周辺，商業地区，中心業務地[R，あるいは歓楽街などである.

5 )第 5因子:レクリエーション施設は市内に散在する.ここでいうレクリエーション施設とは，

テニスコート(崖内)，体育館，シャワー・ロッカールーム付きスポーツ施設などをさす.

6 )第6因子:郵便関連施設は空間的ばらつきの程度が低い.公共施設であり，地域に均等に配置

されているためであろう. しかし12区では， 4街区とも郵便局が多数立地している.

次に， 80行4列の因子得点行列にクラスター分析を実施して，生活施設に基づくパリ市の地域類型
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第 5表 「生活施設」に関するItl子負荷量行列 (1994:f!:e)

19 高等学校生徒収容数 0.975 

20 グラン・どエコール予備校生徒収容数 0.1¥50 

21 テニスコート数(屋外) 0.635 

22 テニスコート数(屋内) 0.856 

23 体育館数 0.723 

24 複合体育施設数 0.658 

25 シTワー・口 y力一ιームi九λ不-"j誌設設 0.926 

26 一般医療医締数 0.786 

27 専門医捺ItIsiIi数 0.990 

28 自営看護婦数 0.631¥ 

29 整体医療医師数 0.891 

30 歯医者数 0.818 

変数番号 変数名

l 郵便局数

2 スーパーマーケット数

3 冷凍食品目数

4 美術・博物館数

5 図書館数

6 劇場数

7 映函館数

8 ホテル数

9 *テル部屋数

10 幼稚臨数

11 小学校数

12 中学校数

13 高等学校数

]1¥ 専門高校数

15 幼有t鴎児収容人数
16 小学校生徒収容数

17 中学HiJl羽生徒収容数

18 'i:J学後j羽生徒収容数

共通性第 1!;sJ子第 2!君子第3関子第t!!;SJ子第5因子第6!z;!子

0.917 0.917 

0..195 0.569 

0.667 0.602 
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35 グリーン・スペース面積 0.653 0.377 

36 路!こパーキング・ロット数 0.821 0.786 

37 有料駐車jibのロット数 0.1¥97 0.375 

38 歩行者専用道路距離数 0.181 

39 公共託児所数

40 公共託児所収容人数

41 民営託先所数

42 若年労働者七ンター収容人員数

43 外i翠人労働者センター収容人員数
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注:因子負荷量の絶対飽0.35以上を記載.

資料 :1994:fドフランス都市施設調査.

区分を試みる.第 6表がその結果である. A類型ではとくに高い平均由子得点を示す因子はみられな

いので，この類型は特定のカテゴリーに属さない地域を表すと考えられる. B類型は第 2因子の平均

因子得点が1.996と高いため，医療・健康施設が卓越する地域とみなす.c類型は第 5因子の平均四
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1 )第 11I1子(恭本的生活施設) 2 )第21I1子(医療・健康施設)

3 )第3因子(教育施設) 4 )第 4IEl子(宿泊施設)

5 )第 5IEl子(レクリエーション施設) 6 )第6因子(郵便関連施設)

第 9図 パリ市における「生活施設J に関する因子得点分布 (1994年)

資料:1994年フランス都市施設調査.
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レクリエーション施設また第 3因子の平均IEI子得点が0.746とやや高いので，子得点が3.969と高く，

あるいは教育施設がやや集中する地域であると考えられる.第 6IEI子の平均因子得点が卓出するか，

あるいは基本的生活施設が第 1IEI子の値がやや高い D類型は，郵便関連施設，が1.710と最も高く，

E類型は第4因子の平均得点が高いので，宿泊施設が多数分布する地域を，多い地f或を表している.

あるいは基本的生活施設が際立つ地域をF類型は第 3と第 1密子の平均得点が高いので，教育施設，

(第101翠)表している

「生活施設Jの棺互関連「住民属性」「住宅」V 

「生j舌r{主宅J，と「生活施設J「住民属性J，と「住宅J本章では，立章かられf章の分析を踏まえ，

施設J と「住民属性」のそれぞれに関する分布の類似性を検討する.

住宅と住民属性V-l 

田章で、抽出された住民属性に関する80立章で抽出された住宅に関する80行 3列の因子得点行列と，

正準相関分析を施した結果，危険率 1%水準で有意な 2つの正準変行491Jのi若子得点行列に対して，

(第 7表1) ) . 量が導かれた

第シ」r{主宅J においては第 2因子(住宅の広さ)第 1正準変量は0.877の高い正準相関係数をもっ.

と第 1因子(就業形態)がこの正準変r{主民属性J では第 2因子(学歴)3因子(住宅の利用形態)， 

目り「住民属性」の第 1IEI子とは高い相関を有する.r1主宅J の第 21E1子となかでも，に寄与する.

lEの負荷量は大規模な住宅を，負の負荷量は小規模で居「住宅の広さj に関しては，述したように，

正の負荷量が給与所得者を，負の負荷一方，住民属性においては，住密度が高い住宅を示している.

自営業者は大規模な住宅に居住するのに対して，給与所得したカτって，量が自営業者を示している.

一戸当たしかも給与所得者の住宅は居住密度が高く，換言すれば，者は比較的小規模な住宅に住み，

「住宅J の第3と「住民属性J の第 2因子(学歴)さらに，りの居住人数が多いことが明白である.

との対応関係から 借家でかつ小規模な住宅には 概ね低学歴の住民が居住因子(住宅の利用形態)

セカンドハウスや臨時的住宅など非垣常的住宅の分布が密な地域とまた，していることカf判明する.

高学歴者の割合が高い地域とはよく対応する.

生活施設クラスターの平均因子得点第 6表

第 6因子

-0.323 

0.188 

0.232 

1.710 

-0.233 

-1. 214 

第 5因子

一0.058

白0.287

3.969 

-0.207 

-0.183 

-0.358 

第 4因子

一0.539

0.173 

-0.063 

0.182 

1.720 

…0.064 

第3IEl子

-0.530 

-0.288 

0.746 

0.432 

0.114 

2.064 

第2IEl子

-0.241 

1.996 

-0.107 

-0.586 

-0.273 

句0.105

第 1因子

ー0.140

-0.328 

0.228 

0.537 

-0.207 

0.509 

A

B

C

D

E

F

 

注:太字は各国子における高い平均因子得点.
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第10圏 パリ市における「生活施設」に関する地域類型 (1994年)

資料:1994年フランス都市施設調査.

A:特定の類型に特化しない地域
B:医療・健康施設が卓越する地域

C:レクリエーション施設 あるいは教育施設がやや卓越する地域

0:郵便関連施設，あるいは基本的生活施設が卓越する地域

E:宿泊施設が卓越する地域

F:教育施設，あるいは基本的生活施設が卓越する地域

りの居住人数が多いことが明白である.さらに， f住民属性J の第 2因子(学歴)と「住宅J の第 3

[!l子(住宅の利用形態)との対応関係から，借家でかつ小規模な住宅には，概ね低学歴の住民が居住

していることが判明する.また，セカンドハウスや臨時的住宅など非恒常的住宅の分布が密な地域と

高学歴者の割合が高い地域とはよく対応する.

第2正準変量は0.588の正準相関係数を有する I住宅J に関しては第1因子(住宅設備)が高い正

準係数をもち，住民罵性に関しては第3因子(職種)，第2因子(学歴)の}II買で高い正準係数を示す.

トイレが付属していないなど基本的な設備の不十分な住宅が多い地域では，サービス業や商業に従事

する住民の割合が高く，彼らは総じて高学歴ではないという特徴があるといえよう. しかし，正準相

関係数の値が示唆するように，この関係はそれほど強くない.
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第7表 パリ市の}舌住空1M]に関する正準初段j分析

1 )住宅と住民属性

第]:LE準変遺 第2正準変量

第 1I~I子住宅設iiili -0.210 -0.873 
第 21~1 子: tl二宅の広さ 0.828 0.179 
第 31~1子.住宅の手IJ)初 0.642 0.409 

住民属性 第 1jE~t変量 第2XE準変量

第 l因子就業形態 一0.767 0.626 
第 21~1子・学歴 -0.836 0.766 
第 31~1子:職種 一0.330 1.050 
お~ 4 :不動産・金融・保険業従事者 o .15J -0.163 

i1準相i現係数 0.877 0.588 
ウイルクスのラムダ 0.140 0.609 
カイ二乗 J47.3* 37.2* 
自由度 12.000 6.000 

2 )生活施設と住宅

生活施設 在Sわ甘 ] .IEiWニ2久lJ、Eムi主L 第2iE準変量

第1I君子 基本的生活施設 一0.913 -0.173 
第2因子 医療・健康施設 0.224 ー0.845
第31z;J子・教育施設 0.129 -0.435 
第41z;J子・宿泊施設 0.253 0.153 
第51z;J子・レクリエーション施設 ー0.066 -0.230 
第6III子:郵便関連施設 -0.188 -0.116 

住宅 第]正準変量 第2.ï1i\!~変量

第 1I~I子住宅設備 ー0.79J -0.605 
第2III子:住宅の広さ 0.640 -0.750 
第3!Z;J子.住宅の利用形態 一0.346 0.100 

正準相関係数 0.854 0.662 
ウイルクスのラムダ 0.146 0.539 
カイ二一采 142.4平 45.7* 
I~I EI:II支 18.000 10.000 

3 )生活施設と住民属性

生活施設 第 1正準変量

第 1I~I子:基本的生活施設 一0.724
第 21~1子:医療・健康施設 0.592 
第31z;J子教育施設 0.263 
第41君子.宿泊施設 0.000 
第 51~1子・レクリエーション施設 0.045 
第 61~1子:郵便関連施設 -0.268 

住民属性 第 l正準変量

第 1I~I子就業形態 -0.970 
第 21~1子学歴 ー0.449
第3因子・職種 0.089 
第41翠子 不動産・金融・保険業従業者 0.041 

正尊L~+!31羽係数 0.784 
ウイルクスのラムダ 0.297 
カイ二乗 89.3* 
自由j支 24.000 

注 1) *危険率 1%水準で有意.
2 )数値は.i1準係数(標準化)
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第2正準変量は0.588の正準相関係数を有する r住宅J に関しては第 1!君子(住宅設備)が高い正

準係数をもち，住民属性に関しては第 3因子(職種)，第 2因子(学歴)のJII貢で高い正準係数を示す.

トイレが付ー属していないなど基本的な設備の不十分な住宅が多い地域で、は，サービス業や商業に従事

する住民の割合が高く，彼らは総じて高学歴ではないとし寸特徴があるといえよう. しかし，正準相

関係数の値が示唆するように，この関係はそれほど強くない.

V-2 生活施設と住宅

N章で導出された生活施設に関する80行6}IJの因子得点行列と， 立章で導出された住宅に関する80

行3}IJの因子得点行列に，正準相関分析を適用したところ，危険率 1%水準で有意な 2つの正準変量

が導かれた(第 7表2)) . 

0.854の正準相関係数をもっ第 1正準変量においては，「生活施設J の第 1因子(基本的生活施設)

と「住宅」の第 l因子(住宅設備)と第 2因子(住宅の広さ)とが明確な対応関係を有する.すなわ

ち，セントラルi暖房， トイレ・パス・シャワーなど基本的な設備が具備されている住宅が卓越する地

域では，基本的生活施設つまり日常的生活行動を行ううえで必要な施設が充実していることが確認で

きる.また住宅が小規模で居住密度が高い地域でも，託児所や学校や食料品庖などの基本的な生活施

設は備わっていると言える.

0.662の正準相関係数を有する第 2正準変量は，「生活施設」に関しては第 2因子(医療・健康施設)， 

「住宅」に関しでも第2因子(住宅の広さ)に高い正準係数をもっ. したがって，次のような解釈が

成り立つ.大規模な住宅の割合が高い地域ほど匿療・教育施設の数が多い.一方，小規模住宅の割合

が高く，居住密度の高い地域では，それ以外の地域と比べて，医療・健康施設の数が不十分である.

具体的にみると， 6部屋以上の大規模住宅は， 16LRを中心にパリ市西部において卓越する.これらの

地域には，高額な所得を得ている高齢者が多数居住しており，彼らが近隣に立地する匿療・健康施設

を受容していると考えられる.高齢者だけでなく生活に余裕のある住民が健康管理・維持を目的に，

スポーツ施設や美容・健康施設を使用する例も多いと思われる.

V-3 生活施設と住民属性

W 章で、導出された生活施設に関する80行6列の因子得点行列と E章で導出された住民属性に関す

る80行4列の因子得点行列に正準相関分析を施したところ，危険率 1%水準で、有意な正準変量が1つ

抽出された(第 7表3)). 

「生活施設Jの第 1!El子および第2因子と「住民属性」の第 1因子との簡には，相関が認められる.

この相関の強さは， 1)託児所，学校，食料品j苫なととの基本的な生活施設が充実している地域では，

給与所得者の割合が高いこと， 2)医療・健康施設は自営業者の割合が高い地区に多く立地している

ことを示唆している.

正準相関分析の結果に各国子関の相関分析の結果を加えて，住宅・住民属性・生活施設の対応関係

を模式的に示すと第ll~のようになる.パリ市では，これら 3 要素が互いに関連し合って，職住近接
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住宅

住宅の広さ

生
活
施
設

郵便関連施設
住
民
属
性

宿泊施設 学歴

不動産・金融・保険業従事者

基本的生活施設

第11図 「住宅j ・「住民属性J ・「生活施設」の対応関係

注 : 1) 図中の番号は， I君子分析によって導かれた因子を示す.

2 )太しづまは朝日し、線より関連性が強いことを示す.

資料:1990年フランス国勢調査および1994年フランス都市施設調査.

の都市生活空間が形成されているといえよう.

分布に関連性がみられるのは，「住宅J 要素の全因子，「住民属性」要素の就業形態(第 l因子)と

学歴(第2因子)と職種(第3因子)，そして「生活施設」要素の基本的生活施設(第 1因子)と医療・

健康施設(第 2因子)である.

これら以外の因子，すなわち「住民属性」要素の第 4因子(不動産・金融・保険業従事者)， r生活

施設J要素の第 3因子(教育施設)，第 4国子(指泊施設)，第 5因子(レクリエーション施設)，第

6因子(郵便関連施設)は，他のいずれの因子とも関連性が強くない.たとえば，不動産・金融・保

険業の従事者の分布は， γ住宅」要素と「生活施設」要素のどの因子とも分布が一致しない.同様に，

教育施設，宿泊施設， レクリエーション施設の分布は，「住宅j と γ住民属性J のいずれの閤子の分

布とも対応しない.宿泊施設， レクリエーション施設，郵便関連施設は自常の生活に頻繁に活用され

る施設ではないため，住居の近隣に必ずしも立地する必然、性がないことをこの分析結果は示唆してい

るといえよう.



1 )住宅設備(住宅:第 11君子)と基本的生活施設(生活施設:第 1因子)

住宅設備

A 設備が完備j

B 設備が貧弱

基本的生活施設

基本的生活施設が多数

基本的生活施設が少数

2 )住宅の広さ(住宅:第 2因子)と医療・健康施設(生活施設:第 21君子)

住宅の広さ

A 規模が大

B 規模が小

医療・健康施設

医療・健康施設が多数

医療・健康施設が少数

態

一

得

形
一
業
所

業
一
営
与

就
一
自
給

A

B

 

基本的生活施設

基本的生活施設が少数

基本的生活施設が多数

4 )住宅の広さ(住宅:第 2国子)と就業形態(住民属性:第 1因子)

住宅の広さ

A 規模が大

B 規模が小

就業形態

自営業

給与所得

5 )住宅の利用形態(住宅:第3因子)と学歴(住民属性:第 2因子)

住宅での利用形態 学歴

A 借家で高密度 低学歴

B 非恒常的居住 高学歴

第12図 パリ市における「住宅J ・「住民属性J ・「生活施設J の空間的対応関係

資料:1990年フランス国勢諦査および1994年フランス都市施設調査.
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第121亙は，第11図の太線で、示される因子関の空間的対応関係を単純化した模式図である.空間パター

ンを概念的に把握することを意図しているため，細部は捨象しており，当然，微細Il空間jレベルでは適

合しない事例もある.因子関の相関は下記の 1)が最も強く，番号が増すに応じて弱化する.

1 )住宅設備と基本的生活施設:

分布パターンは酷似している.セントラル暖房・パス・シャワー・トイレなど基本的な設備が具

備されている住宅が卓越する地域には，学校・託児所・食料品j苫をはじめ基本的な生活施設が多数

立地しているが，これらの特徴を有する地域 Aはパリ市周辺部にリング状に分布する.パリ市中央

部 Bでは， トイレだけでなくパス・シャワーが装備されていない場合も少なくなく，概して住宅の

設備が貧弱であり， また学校・託児所・食料品自なとごの基本的生活施設の数も少ない.なお， Aに

もEにも該当しない白地の部分は，住宅設備と基本的生活施設の11司に明確な対応関係がみられない

地域である.

2 )住宅の広さと医療・健康施設:

この事象は単純な空間的対応関係を示す. Aでは，規模の大きい住宅(5部屋・ 6部屋あるいはそ

れ以上の部屋数をもっ住宅)が卓越するとともに，病院や健康管理センターをはじめ各種の医療・健

康施設が多数立地している.一方， Bでは，一戸あたり 4部崖以下の住宅，とりわけ 2部屋住宅の割

合が高く，また医療・健康施設の数は少ない.これは，中・低所得者層の割合が高率であり，加えて

医療・健康施設の利用度が相対的に低率な若年層の割合の高い状況に関係しているものと思われる.

3 )就業形態と基本的生活施設:

Aには，自営業者(彼らは一般に学涯が高く， また多くがサービス業に従事する)が卓越して居住

しているが，学校，託児所，そして食料品庖など日常生活を支える基本的生活施設は， A 以外の地域

と比べれば，分布が疎であるとし 1う特徴がある.一方， Bでは，一般公務員，建設・土木関連従事者，

交通・通信業従事者，現業部門従事者などの給与所得者が居住する割合が高く，彼らの日々の生活行

動がなされる際に機能する基本的な生活施設が充実している.当該地区の居住者は一般に職住近接を

志向しているため，住居の近~I境にランド 1)ー，託児所，理髪j苫，そしてマーケットなど生活に必需な

施設が多数立地しているものと推測される.なお，白地で示される市内仁jコ央部では，就業形態と基本

的生活施設の間に十分な関連がみられない.

4 )住宅の広さと就業形態:

対応関係は空間的に単純なパターンを示す. Aにおいては，規模の大きな住宅と自営業者の割合が

高い.一方， Bでは住宅の規模は小さく，給与所得者の割合が高い. 4) は前述した 2)と類似した

空間構造を呈している. したがって，住宅の広さと就業形態と医療・健康施設の 3者は相互に密接な

空間的関連性を保持していると言える.

5 )住宅の利用形態と学歴:

分布パターンは飛び地状の様相を示す.ただし， Aは北東部の一角に広い地区を形成する.当該地

区は，借家が卓越し，居住密度が高率であり，そして比較的低学歴の住民が多数を占める.このよう

な特性をもっ地区は，北東部以外にも市内にいくつか存在する.一方， Bは市内西側に烏状に孤立し
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て複数分布する.

U パリ市の居住地域構造ー結びに代えて一

多変量解析を援用した以上の計量分析から，パリ市の居住地域構造の特徴として次の 3点を指檎で

きる.

第 1に，全部で97にも及ぶ多数の変数を因子分析に投入したにも関わらず，回有値1.0以上の菌子

の数は，住宅が3関子，住民属性が4[zg子，生活施設が6因子と，いずれの要素においても少数にと

どまった. とくに，住宅に関しては， 3因子のみで累積説明変動量は80.7%に達した.多種多棟な変

数群が少数のグループに要約できたことは，パリ市の住宅の地域構造がそれほど複雑でないことを示

唆している.

第2に，クラスター分析に基づく地域区分(第 6図，第 8[亙，第10@) の結果が明示するように，

住宅，住民属性，生活施設のいずれも各類型の空間的な一体性が比較的強いことが判明した.地域分

化がとくに明瞭なのは住宅の地域区分である.

第3に，正準相関分析の結果が示すように，住宅と住民属性と生活施設の 3者間で，特定の因子群

は強く結合していることが解明された.これは 機能的にみてこれらの国子の特性が相互に関連を有

するためであると推察される.

パリ市は，多様な社会階層が混住する世界都市である.所得階層や世帝構成，住民の就業形態と生

活様式の多様性などからみて，生活者の複雑な居住分布パターンが形成されると考えられがちである

が，カルチエを分析単位として，住宅に関する20指標，住民属性に関する34指標，生活施設に関する

43指標を検討した本分析の結果に基づく限りにおいては，パリ市では，それら指標の空間約分布に予

想したほどの複雑なパターンは見出せず，比較的単純な居住・生活地域構造が形成されていることが

明らかになった.

さて，本分析において得られたパリ市のこのような居住空間の特性をもたらした要因はなんであろ

うか.その原因の一つにパリ市の住宅構造の特殊性があると考えられる.前述したように，パリ市の

住宅は集合住宅がほとんどであり， しかも建築年代が古い.このため，住宅の構造は長年変わること

なく保持されてきた.給湯設備やエアコンの導入，部屋のリフォームなどは比較的容易に行えるが，

間取りの変更や増床を伴う大幅な改築は，集合住宅であるがゆえに，世帯単独では困難であった. し

たがって，パリ市では住宅という器がいわば空間的に長期間国定されてきたために，住民は，結婚や

出産により居住スペースが手狭になったり，就職や転職や引退を契機として居住場所に不便を感じた

りすると，転居することによって自分たちの住宅欲求を満たしてきたのである.空室となった住宅に

は，前の住人と家族構成やライフスタイル，収入，職種などの点で類似した住民が入居することにな

る.このようにして，パリ市の集合住宅では，居住者の頻繁な入れ代わりによって等質な世帝属性が

保持されてきたと考えられるのである.換言すれば，パリ市の居住・生活構造を規定しているのは住

宅の質といえよう.

立章の住宅分布の解析で明らかになったように，住宅の地域区分は，住宅が建てられた建築年代に
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規定され，比較的単純な空間パターンを示す.住民属性の地域区分もそれほど多様な形状を示さず，

住宅の地域i玄分とかなり類似したパターンが導かれた.これは住民属性の分布が住宅の分布に強く影

響を受けている証左である.住宅と住民属性との強い相関は，正準相関分析の結果が示唆する通りで

ある.

生活施設の立地も，住宅と住民属性の分布に規定されている.低所得者が卓越する地区では，彼ら

の自常生活に必要なランドリーや理髪j苫や食料品忠が多く立地している.乳児や幼児をもっ若年世帯

が多い地区には，多数の託児所が設置されている.文教地区の周辺には学生が多数居住しており，そ

れゆえ，小規模な単身者用住宅の割合も高い.高年齢層あるいは高額所得者が多数居住する地区では，

医療施設や健康施設の分布密度が高くなっている.これらの事実は，パリ市では，住宅の近隣に住民

の属性に対応した諸生活施設が立地していることを示唆している.すなわち，集合住宅の低層階には

生活施設や蕗業施設が併設されているが，高層階に居住する住民はこれらの施設を日常生活において

頻繁に利用しているものと推測される.もう 1つ付け加えておきたい点は，パリ市民には伝統的とも

えるi職住近接志向がみられることである.それゆえ，住宅の近隣に立地するこれらの生活施設や商

業施設に好んでi識を求めるパリ市民は少なくない.

以上の論議をもう一歩進めると，パリ市では，長年固定化されてきた住宅構造，住民の近隣生活施

設・商業施設の積極的な利用，そして住民の職住近接志向の三者が相まって，住宅と商業施設・生活

施設，あるいは事務所との混在を存続させ，結果として居住地区と商業地IKと就業地区との空間的分

離の進行を抑制してきたとも言えるのではないだろうか.これは東京やニューヨークなどの世界都市

とは異なるパリの特徴であるといえよう.

本研究はパリ市の居住構造を明らかにすることを自的とし，対象をパリ市域に限定したが，郊外を

含むパ1)大都市醤までスケールを広げると，近年，パリ住民の居住動向にも新たな流れがみられる.

パリ市内における家賃や地価の高騰，郊外と都心を結ぶ鉄道路線の拡充，ライアスタイルや価値観の

変化などが相まって，緑が多く快適な住環境を享受できる郊外に転出するパリ市民が増加しはじめて

いる.この傾向はとくに壮年層で著しい.パリ市域の人口は年々減少する一方，市外のパリ大都市圏

人口は郊外の 5つのニュータウンを核として増えている.今後，より深化するであろう特定階層の空

間的人口分散によって，パリ市内の生活施設・住宅・事務所・商業施設の立地，住民の就業行動や居

住・生活空間はどのように変容していくのだろうか.興味深いこの点の考察は，今後の課題として残

されている.

本稿は，文部省・科学研究費「国際学術研究」による研究課題「ノfリ大都市圏の構造変容に関する地理学的研究」

の第 3年度(平成 7年度)の成果の一部である.本稿を作成するに当たり，現地の研究分担者である].R. Pitte (ノf

リ・ソルボンヌ大学地理学研究所・教授)と].Robert (ノ¥'1)・ソルボンヌ大学地理学研究所・教授)両氏には大

変お世話になりました.また， ]. 8astie氏 (CREPIF所長)には貴重なアドバイスをいただきました.記して感謝

申し上げます
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Characteristics of Residential and Li ving Space in Paris 

Yuji MURA Y AMA， Nobuo T AKAHASHI， Akihisa SAKURAI， Akira TEZUKA， 

Toshio KIKUCHI and Koumei MA  TSUMURA 

Paris， a world city with a concentration of high-level economic functions， is a core node in 

the national (French) and global systems of cities. At the same time， it is a densely-inhabited city 

where home and the workp1ace are in c10se proximity. 

According to the 1990 census， the ratio of daytime to nighttime popu1ation was 1.37. This is 

a very low ratio for wor1cl cities; for examp1e， the ra山1

To叶kりyo仏， whi叩choccupy about the same 1and area， was more than 3.80. 

Paris p1ays a centra1 ro1e not on1y in economic activities， but a1so in the daily lives of its re町

sidents. Basic faci1ities for daily 1iving， such as supermarkets， beauty sa10ns， chi1d care centers， 

e1ementary schoo1s， ancl hospita1s， can be founcl downtown ancl in office districts. While the tradi-

tional community life has f1ourished， the globalization of the economy has attracted numerous 

businessmen and workers from abroad to come live in the city. There are a1so many who live and 

work in other cities but who own sing1e-resident housing or villas in Paris. It is a mu1ti-faceted 

city which has its own unique urban character 

As mentioned earlier， Paris is a1so a dense1y inhabited city where the workp1ace is close to 

home. Comparecl to other major Western cities such as Lonclon and New York， residentia1 density 
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in Paris is high， but the scale of housing is small， and much of it has inadequate facilities. There-

fore， after changes in their lives such as marriage， starting families， retirement， raises in salary， 

etc.， many Parisians change their living accommodations. The frequency of such relocation is 

effectively leading to spatial mixture of social classes 

Parisians have been compensating for inadequate housing facilities ancl the inconvenience of 

urban life by seeking holiday homes and weekenclγetreats in the suburbs or neighboring farming 

commllnJtles. 

Given this backgrollnd， this paper will start with the assllmption that there are 3 major fac-

tors which have createcl the socio-economic spatial structllre of Paris: hOllsing， facilities for claily 

life， ancl the characteristics of residents. The spatial clistribution of these 3 factors will then be 

used to gain an unclerstanding of the internal llrban structllre of Paris. Va引1局寸iωOllSmethocls oi multi-

va訂ari汁iateanalysis (facto γ analy戸ysi屯引S幻is，cl 凶 :eγ analysis， ca η∞onical c∞01γ命γr凶A
an attempt to 仁quantifythe in札孔terrγ1γ-elationshipsof these three facto γ s. 

The stllcly area of this paper is the 20 arronclissements ancl 80 quartiers which constitllte the 

city of Paris. The clata ¥vere proviclecl by the 1990 French National Censlls and the 1994 Survey 

of Commllnes. 

Figllre 12 shows a simplifiecl model of living spaces in Paris basecl on the corresponcling re-

lationships of the three factors which were derived from the results of the canonical correlation 

analysis， ancl which provicle the basis of the conclusion of this stucly. The corresponding relation-

ship betv，Teen factors in the figllre is highest at (1)， ancl clecreases as the number increases. 

1) Housing (j(αctor ]) and living facilities (j(αctor 1). Basic li ving facilities sllch as schools， child 

care centers， ancl foocl stores are numerous in regions where housing infrastructllre has been de-

veloped. Spatially， these γegions form a ring around the outskirts of Paris. On the other hand， re-

gions with poorly clevelopecl hOllsing infrastructure have few basic facilities for claily living. They 

are fOllnd in the city center 

2) H01ising (factor 2)αnd lt:ving facilities (j(αctor 2). In Region A on the west sicle of Paris， 

where the scale of housing is large， there are many health ancl medical facilities. In Region B， on 

the other hand， the scale of housing is small and the concentration of health ancl medical facilities 

is low. 

3) Residents' chαTαcteristics (Jαctor 1)αnd living /αcilities (factor 1). Theγe are many self-em-

ployecl persons in Region A， but there are few basic facilities for claily living. Region B， on the 

other hancl， has many white-collar residents and there are many of these basic facilities. There is 

a great tendency for resiclents of Region B to live close to their jobs， so a variety of facilities for 

daily living can be expected to locate in the vicinity. 

4) Housing (j(αctor 2) and residents' characteristics (factor 1). Region A， where the scale of hOllS司

ing is large and the number of self-employed persons is high， extencls toward the western sicle of 

Paris. In Region 8， on the other hand， housing is small-scale and there aγe mostly white collar 

workers. 

5) Housing (factorみαndresidents' chαracteristics (j(αctor 2). The陀 wasno distinct regional 

pattern in evidence. Howeveγin the northeastern districts of Paris， there is a wicle expanse of 

high-clensity rental housing which is inhabitecl mostly by persons of a relatively low level of 

education. 

The population of Paris is gradllally decreasing， particularly in the city center. The main fac-
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tors accounting for this trend are 1) urban renewal is reducing the amount of traditional housing， 

2) residential areas are being converted into office and commercial areas， 3) and the number of 

vacation homes， etc.， which are occupied only part of the time， is increasing. Because of the de-

clining population in the city center， the number of facilities there for daily living， such as child 

care centers， laundries， food stores， etc.， is also declining. Given this background， we can see that 

even in Paris， which presumably has not experienced the same degree of social and spatial seg-

regation that has occurred in other Western cities， the spatial separation between residential and 

economic zones is progressing， albeit very gradually. 

The present research shows that “regionalization" exists for each of the three factors， i.e.， 

housing， residents' characteristics， and facilities for daily living. It also provides a quantitative 

understanding of how closely related these factors are in the formation of living space. 

At the same time， however， the following questions have surfaced during the course of this 

research. For example， is the process of regionalization really on a smaller scale in Paris than in 

other ¥iVestern cities? Or has the process gradual1y been accelerating， from the 1970s to the 

1980s， then fγom the 1980s to the 1990s? Assuming that regionalization is proceeding， what is its 

driving force or forces? And is regionalization， as recent research has hypothesized， an integral 

part of the development of world cities? Such questions present extremely interesting topics for 

future research. 

lくeywords: Paris， living space， regionalization， residence， individual attributes， living facilities 
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写真4 (A) 

セーヌ)11に浮かぶ 2つの島は，西がパリ発祥の地であるシテ烏，東がサン=

ルイ島.サン=ルイ島の南にある長方形の大きな建物は，アラフ品世界研究所.

アラブ20か国とフランスが協力して建設した.シテ島，リュクサンブール公園，

アラブ世界研究所に閤まれた地域には，パリ大学をはじめ多くの文教施設が

立地する リュクサンブール公園の西南西に超高層ビルがみえる.これが大

規模な都市再開発によって建設されたモンパルナス ・タワー (1973年完成)

である.タワーを中心とするモンパルナス地区は，大規模なビジネス ・ショッ

ピングセンターとして賑わっている. (フランス国土地理院， 1994年撮影)



写真4 (B)大きな公園はブーローニュの森 12本の道路が集まる結節点が凱旋門であり，

南東一北西方向の広い道路がシャンゼリゼ大通りである シャンゼリゼ大通

りより南に位置し，ブーローニュの森とセーヌ川で図まれた16区は，高級住

宅街として知られる. (フランス国土地理院， 1994年撮影)

31 
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写真 4 (C)東西に平行する 2本の道路があるが，北の道路がパリ市の:境界.広い 2つの

緑地は，東がモンマルトルの丘，西がモンマル トル墓地.この地域には，部

屋数の少ない小規模な住宅が卓越し，低所得者層が多く居住する. (フランス

国土地理院， 1994年撮影)



写真4 (D)中央に広がるのが，総面積55haにおよぶラ・ヴイレット科学都市 かつては

屠殺場・肉用市場であったが，都市再開発で文化 ・教育・レジャーの中心地

に生まれ変わった.この地域を含むパリ市19区には，移民が多い (フランス

国土地理院. 1994年撮影)

33 
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写真5 iJot (ブロック)の景観(パリ

市7区)

街路からみると直線的に整然と

連坦するブロックは，空中から

見おろすと中庭を共有する集合

住宅の複雑なモザイクであり，

まさに lつのiJot(島)であり，

最小の都市生活空間単位の一つ

でもある. (1995年 7月松村撮

影)

写真6 街路景観(パリ市5区)

パリでは，伝統的に建物 l階の

庖舗 ・事業所経営者はその上部

に居住するという立体的な職住

一致・近接の形態をと ってき

た.モンジュ通りは写真奥に見

えるノートルダム寺院方向に緩

やかな下り勾配であるため，街

路に面する建物に力J]えられた高

さ制限は，街路の勾配にした

がって階段状に低下していく独

特のスカイラインを生み出して

いる (1995年7月松村撮影)

写真7 中級アバルトマン(パリ市5区)

集合住宅の内部は，個々のアバ

ルトマンの暗証番号方式施錠に

よって一定のプライパシーが保

たれている.表札も見あたらな

い場合が多く，建物内部の空間

利用の実態を垂直的に把握する

ことは，現地調査によ っても不

可能に近い. (1993年 7月高橋

撮影)
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写真8 高級住宅街(パリ市16区)

高級住宅地として知られる16区

には，管理職，弁護士，外国人

ビジネスマン，外交官などが居

住している.高齢者も多い.住

宅は 4部屋以上と広く，ゆった

りと建てられ緑豊かな庭をも

っ.玄関やベランダの手すりに

も意匠が凝らされている.

(1995年7月菊地撮影)

写真9 再開発された住宅地区(パリ市

4区)

マレ地区は17世紀頃には高級住

区であったが，貴族階級の邸宅

の移転や住宅の老朽化に伴い，

高級住区としての地位を徐々に

失っていった.第二次世界大戦

後，修復という形で都市再開発

が実施され，住宅の高級化や商

庖街の美化が行われた かくし

て，マレ地区は高級住区の面影

を取り戻すとともに，ボージ、ユ

広場に隣接した商庖街も賑わう

ようになった. (1995年7月菊

地撮影)

写真10 中華街(パリ市13区)

中国系の人々がポルト ・デイタ

リー(イタリア門)を中心に多

く居住し，中華街を形成するに

至っている.彼らは城壁跡地の

高層住宅に居住し，多くは包丁

や欽などの刃物を扱う技術を生

業の術として身につけている.

そのため，中国料理庖や理髪庖

が通りに面し，裁縫工場が住宅

用の建物の中を占拠している.

(1995年7月菊地撮影)
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写真11 観光化した商庖街(パリ市5区)

ノ{1)市内にはカルチエの中心と

なる食料品 ・日用品の商庖街が

いたるところにある均三ムフ

タール通りはその典型的な例で

ある.ムフタール通りは元来，

市場を核として近隣住民に日常

的な食料品を提供してきたが，

近年は市場に連坦して各国料理

のレストランが集積し，カ

フェ ・土産物庖が立ち並ぶ通り

に成長したー(1995年7月桜井

撮影)

写真12 伝統的な商庖街(パリ市14区)

カルチエの中心であるダゲール

商底街の中心部は，歩行者天国

となっている.スーノfーマー

ケット，食料品j苫，カフェなど

が集まり，買い物客で賑わいを

見せる.商庖は概ね l階部分だ

けで 2階以上はアバルトマン

となっている (1995年 7月桜

井撮影)

写真13 パサージ、ユ内部(パリ市10区)

パリ市東駅からサンドニ通りを

軸とする地区には，インド系・

トルコ系などの外国人街が形成

されている.街路沿いの建物は

老朽化が進んでいる 機能的に

混沌とした印象を受けるが，街

路を通り抜ける狭小なパサー

ジュでは整然とした人種別の住

み分けが小規模ながらなされて

いる (1995年7月松村撮影)
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写真14 ファースト ・フード庖とカ

フェ ・テラス(パリ市5区)

外資系ファースト ・フード庖の

進出により，伝統的なカフェ・

テラスのなかには閉庖においこ

まれる庖もでている. しかし，

繁華街のカフェ・テラスは観光

客に根強い人気がある (1993 

年7月高橋撮影)

写真15 都心部のガソリンスタンド(パ

リ市5区)

車を所有する市民は多く，市内

には小規模なガソリンスタンド

が点在する.ガソリンの給油は

セルフサービスが中心である.

都心部では，駐車場の数は少な

し路上駐車が多い.(1994年

7月村山撮影)

写真16 外国人労働者(パリ市5区)

ノfリ市の人口の15.8%(1990年)

は外国人である.近年はアジア

からの移民が増加 している 外

国人労働者は一般に現業部門に

従事し，低賃金しか得られない

ことから，家賃の安い不良住宅

地区に居住する傾向がみられ

る. (1994年7月高橋撮影)
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